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児童芸能従事者の年齢
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映画・テレビ・CM・舞台・歌手・モデル・ダン
ス・マジシャン・サーカスなど、子役・アイドル
などの児童・未成年者が活動しています。

• 労災保険特別加入者に児童・未成年者
が含まれている

• これまでに確認した最年少の加入者は
8歳

• 20歳未満（10代以下）は12名1.2％
• 個人事業者として扱われ、特別加入し
ている例がある

• 2026年1月に加入の18歳未満は約3名

加入者の年齢範囲

８歳 →  76歳

年齢分布の円グラフ

厚生労働省へ提出したグラフに差し替え

全国芸能従事者労災保険センターの加入状況
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1.2%10代以下児童（⼦役やアイドル等）に対する安全衛⽣
対策が必要
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児童・未成年者を含む労働災害
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撮影・リハーサル・公演・移動・機材の使用などに伴い、芸能活動における事故や疾病の発生は、
少なくありません。

労災申請に至った事故類型（合計48件）

期間 ：2025年4月1日〜2026年1月25日
対象：労災補償給付申請に至った事例
             ※児童に限定した集計ではありません。
出典：厚生労働省労災保険部会資料（2026年3月19日日本芸能従事者協会提出）

児童・未成年者に関係する状況

• 18歳未満の加入者は増加傾向
• 所属事務所から勧められて加入
するケースが多い

• 事故発生時には、本人・保護者
から相談を受け、労災申請を支
援している

個別の事故は、本人が特定されない形で取り
扱っています。

転倒・落下 45%

身体負荷・筋骨格系障害 25%

機材・装置による事故 15%

移動中・交通事故 7%

環境要因（熱中症等） 5%

精神的健康障害 3%

複製・録音禁止 ©日本芸能従事者協会 ©森崎めぐみ



国会附帯決議（近年の児童労働に関するもの）
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改正労働安全衛生法 令和7（2025）年5月7日 衆議院厚生労働委員会

二十九

芸能従事者の健康確保を図るため、芸能従事者の業務の特性を踏まえたガイドラインの策定等必要な対策

を行うこと。また、一定の要件を満たせば使用することができる児童の労働環境について、実態を把握し

、必要に応じて労働災害防止対策を講ずること。

出典：労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

改正労災保険法 令和8（2026）年7月9日 参議院厚生労働委員会

八

児童が業務に従事する場合については、労働基準法第五十六条及び第五十七条に定める児童の使用制限及

び学校長の証明書等に係る規律が、契約形態に関わらず、就業実態に即して適用されることを周知徹底す

ること。

出典：労働者災害補償保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
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熱中症防止対策ガイドラインのポイント④児童編
日本芸能従事者協会｜児童の健康を最優先に、現場で運用する仕組みを整える
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法的確認・責任体制

・雇用労働者か否かを事前確認し、判断困難
時は管轄の労働基準監督署等へ相談

・現場の安全衛生責任者（担当者）を定め、
所属・連絡先を契約書等で共有

・雇用労働者は労災保険の適用を確認し、個
人事業者等には特別加入制度を案内

・重篤な事故は、就業形態・事故状況に応じ
て必要な届出・相談を行う

・苦情・熱中症相談窓口を設置し、利用方法
を周知

※労災保険・事故報告は各法令・制度に沿って確認。
責任者・相談窓口の整備は協会推奨。

児童に合わせた予防

・保護者等が付き添い、制作初期から予算・休憩
場所・飲料等を確保

・児童の身長でWBGT（暑さ指数）を測定
・幼児・乳幼児は、成人より短い活動時間を基準
にする

・2m以上の高所での実演・作業は原則避け、必要
時は災害防止措置を共有（協会推奨）

・出演後は最低2日程度の余裕を設け、学業・回
復に配慮

危険度「見える化カード」

幼児など、体調を言葉で伝えにくい児
童にも活用

スマートフォンに保存／休憩所・水分補給場所に設置／カード提示で休憩・対応へ
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芸能界の未成年者の相談体制の例
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STARTO ENTERTAINMENT

研修・相談体制

・タレント・ジュニア向けの年代別研修を実施
・研修講師として弁護士、臨床心理士等の専門家
・東京・大阪の育成部門に専任のホスピタリティ
担当を配置し、アドボケイトを担う

・タレント・ジュニア向けの外部の通報窓口
 （外部法律事務所）を設置
・外部有識者によるモニタリング

宝塚音楽学校

未成年者を含む在校生サポート

・応募資格：2007年4月2日～2011年4月1日生まれ
・入学約1か月後から個人面談、本科進級後も実施
・入学約1～2か月後から全員に公認心理師のカウン
セリング
・以後も継続してカウンセリングを受けられる体制
・看護師資格を持つ職員が常駐

日本芸能従事者協会 本人・家族・保護者を含む包括的な相談体制

芸能従事者こころの119
• 専門健康心理士が、仕事生
活・心身・ハラスメントを
相談対応

• 各種心理士・家族相談士、
産業医、ハラスメント防止
コンサルタントと連携

• 子役の保護者を含む家族相
談にも対応

相談内容に応じた窓口・情報

・ハラスメント110番：相談受付・公的機関の紹介
・産業医相談：健康相談・就業に関する助言
・契約・取引：公取委指針のQ&A・セルフチェック
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芸能分野のこども性暴力防止法（ガイドライン抜粋）

作成：日本芸能従事者協会｜「技芸又は知識の教授」関係（芸能分野参考資料）

2026年12月25日施行

芸能分野のトレーニングと習いごと

• 18歳未満の児童芸能従事者に関係する
• ダンススクール等の習い事も要件次第で
対象

• 芸能事務所で行うダンス指導等も対象と
なり得る

• 大人と児童の双方を対象とする事業も対
象となり得る

技芸又は知識の内容は問われません。

「民間教育事業」となる主な要件

1 児童に技芸又は知識を教える
2 6か月以上の期間中に、
       同じ児童が2回以上参加できること
3 児童に対して対面で指導する
4 児童の自宅以外で教えることがあること
5 技芸又は知識を教える者が3人以上

教える者には、雇用形態を問わず実態として指導する者
を含みます。

対象となる従事者 事業所の管理者と、児童に技芸又は知識を教える者。
業務の実態は「支配性・継続性・閉鎖性」で判断されます。
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こども版・さわってほしくないチェックリスト

芸能界等で働くこどもや、文化芸術分野の習い事で、始まる前にこども本人の気持ちを確認する
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子どもが伝えられること

・さわられたくないところ
・見られたくないところ
・写真・動画を撮ってほしくないところ
・「いやなこと」「してほしいこと」

声に出して言いにくいときに使えます。

利用できる場面

・映画・テレビ・CM・写真撮影
・舞台・リハーサル・レッスン
・オーディション・発表会・文化芸術の習い事

受け取る人

保護者・マネージャー・芸能事務所

制作・演出・撮影・衣装・ヘアメイク
共演者・先生・指導者

保護者・先生・制作現場へ
・理由を無理に聞き出さず、気持ちを否定しない
・その都度意思を確認し、途中の変更も尊重する
・安心して断れる環境をつくる

チェックリスト画像

ここに画像を挿入

女の子用／男の子用／
性別を限定しない版／記載例
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